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東京では染井吉野の桜も満開を過ぎ、八重桜が咲き始めた今日この頃であるが、久方ぶりに札幌に帰ってみると、ようやく根雪は解け始めているものの、桜の開花はまだまだ遠いようだ。
■盛り上がる党首討論、急がれる社会保障・税一体改革の法案審議
先週の11日、野田内閣になって3度目の党首討論が行われた。今回は、自民党の持ち時間5分をみんなの党に譲って、初めて渡辺代表が党首討論に臨んだのだが、一方的に演説をして時間を浪費したうえで、自民党を批判するような言動を野田総理からたしなめられ、「荒唐無稽のアジテーション」と一喝されるなど、役者が違うことを露呈してしまったようだ。メインの自民党谷垣総裁の方は、3月末に比べて歯切れよく発言していたなかで、「うそつきの片棒を担ぐわけにはいかない」と一貫したマニフェスト批判を前面に打ち出し、野田総理から「土俵に早く上がれ、と言われて上がったのに、なぜ待ったをするのか」と比喩巧みに批判されるや、「無礼千万、いつからどのように論戦をしていくのか明確にしていないではないか」と反論するなど、なかなか党首討論としては盛り上がったものになったように思われる。確かに、いつから国会での論戦を始めるのか、特別委員会なのか常任委員会なのかなど未確定であった。それを受けたからだろうか、自民党の岸田国対委員長に対して民主党の城島国対委員長の方から、党首討論の翌日の12日木曜日になって、特別委員会で審議をしたいという提案がなされ、自民党は持ち帰って今週の月曜日に正式な回答をすることになった。一刻も早く衆議院での審議を進めていく必要がある。
■やはり気になる4・26小沢一郎裁判の判決
というのも野田総理は、この党首討論で「今国会に提出した法案の成立を期す」「消費税引き上げの関連法案に重大な決意を持って臨む」という発言をされており、まさに背水の陣を引いているからである。民主党の代表選挙も、自民党の総裁選挙も9月に予定されており、その前までに法案を通しておきたいということなのだろうか。そのためには、少なくともゴールデンウイークまでには、本会議での代表質疑を終え、特別委員会に付託をして5月の初めから実質的な委員会審議ができるようにしなければなるまい。順調にいけば、5月末から6月初旬に迎える衆議院での採決が一つの山場になるように思える。そこで、民主党内の造反が起きるのかどうか、法案が否決されるような事態になるとすれば、解散・総選挙もありうるだけに、軽々しい見通しを立てることはできない。特に、多くの政界関係者が注目しているのが、4月26日に判決が予定されている小沢元代表の裁判の行方である。証拠の採用などからすれば、無罪になる可能性が高いと言われているのだが、法廷におけるやり取りなどを通じての判断も重視されているといわれ、予断を許さない。
■野田総理の党首討論の発言、不退転の決意表明の重大さに注目
実は、このお庭番日誌で今国会での決着はつかず、継続審議になる確率が高いのでは、と予測したことがある。というのも、各種の世論調査における内閣支持率や政党支持率、さらには各政党が独自に実施している選挙区調査情報などによれば、今もし解散・総選挙をすれば第一党は大阪維新の会であり、ブロック別では北海道を除いて第一党になるほどの勢いだという。それゆえ、今のままでは民主党も自民党も敗北することが確実視される中では、なかなか解散・総選挙に踏み切れないのではないか、とみていたのであるが、今回の党首討論の中での野田総理の発言は、まさに不退転の決意を表したものであり、かつての予想を覆さざるを得ないと判断しなければならないと思い始めている。それだけに、5月末から6月初旬にかけての政局は、様々な思惑を秘めた動きが顕在化してくるわけで、政界全体が緊張したものになるに違いない。
■民主党、選挙制度の「連用制」提案は本気なのか
特に、最近の情報で注目しているのが選挙制度改革と定数是正の行方である。報道によれば、樽床民主党幹事長代行が比例定数を80削減とともに小選挙区比例代表連用制の提案を示したとされている。定数の是正が比例代表であることから少数政党に不利になるわけで、それゆえ「連用性」によって少数政党にも配慮したものにしようとしているのだろう。一体、本気でこの「連用性」と「比例80削減」を実現させようとしているのか疑問であるが、一票の格差の問題の解決を急がなければならなくなっている。選挙制度の改革には、法案成立に時間がかかるだけでなく、周知期間や関係する都道府県代表者からのヒアリングも必要になるわけで、到底今国会だけでは本格的な改正に結び付けられるとは思えない。やはり、一票の格差だけに焦点を絞った小選挙区定数0増5減あたりに落ち着かせようとしているのだろうか。すべては、社会保障・税一体改革関連法案の成立に向けて、条件整備に全力を挙げなければならないわけで、行政改革はもちろん、国会議員の身を切る改革として、自民・公明両党との間で、2年間という時限付きで、歳費540万円の削減に向けて合意したとされている。
■歳入庁構想、本当に実現させようとしているのか
他方で、政府・民主党内での消費税率の引き上げに向けた関連する課題についての論議も活発化している。消費税率を引き上げ、10%になると低所得者層対策が必要になる。最終的には「給付付き税額控除」という制度を導入することにしているのだが、それを実現するまでの間、毎年低所得者層に向けて簡易な方法によって一定の所得補償をする予算措置を検討しつつある。おそらく過去の消費税導入時や引き上げ時に実施された、住民税非課税世帯に対して1万円程度を支出することを軸に提案されることになるのだろう。そもそもその財源の見通しが立っていないだけに、大規模なものにはなりにくい。さらに、歳入庁の設置によって税・社会保険料の一元的な徴収という問題も検討されているのだが、財務省の権力の源泉になっている国税庁の財務省からの分離に踏み込むことができるのかどうか、大きな問題であり、今後の方向性が明確に定められるのかどうか、注目しておく必要がある点である。
■野田内閣、原発をどうしようとしているのか
それにしても、関西電力の大飯原発3号機4号機の運転再開に向けて動き始めた野田内閣の姿勢に対して、国民の不信感が高まろうとしている。5月5日北海道電力泊3号機の停止によって、日本の54基あるすべての原発が停止することになろうとしているなかで、今年の夏の電力不足を理由として、やや拙速な再開だけが先行することへの政府不信が高まることは、結果として内閣に対する信頼を大きく後退しかねないわけで、もう一度十分に再考するべき時ではなかろうか。少なくとも、原発依存から脱却する年限を明確に提起する中で、地震や津波の危険度の高い原発や老朽化の進んだ原発から廃炉にしていくロードマップを提示して国民に示すべきであろう。その間、エネルギーのイノベーションを起こすべく、官民の力を総結集していく以外にない。ここは、日本の底力を発揮すべき時だと思う。
